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権利者と市民社会からのよくある質問
生物多様性危機の最前線にいる人々の主な優先事項とTNFDの比較

企業や銀行は：

• 環境破壊や人権侵害に対して法的責任を負うか？                       いいえ 

• 有害な活動や融資で得た利益を放棄する必要があるか？            いいえ                                                       

• 被害を受けた人びとや生態系を救済する必要があるか？  いいえ       

• 人々が自分の地域の問題に当該企業や銀行が関連しているか確認できるように、どこで事

業を行い、どこから購入し、どこに融資しているかを開示する必要があるか？                
                                                                                   　　　　　いいえ                                                                                                        

• 深刻な環境被害や人権侵害に関する苦情や申し立てを開示するか？　 いいえ                         
                    

• 違法行為との関連や、違法行為に対する罰金処分を報告するか？
    　　　ほとんどの場合、いいえ 



 課題 採用可能な見解例 TNFDの見解 

1. コミュニティの知る
権利 

被影響コミュニティは、報告を行う企業がコミュニティの地域で活動
しているか、同地域から調達しているか、あるいは同地域での活動
に対して資金を提供しているかを知ることができる。

X　つまり、TNFDは、地理的位置情報、供給

業者のリスト、排除対象となる業者のリスト・
投資先領域などに関する報告を推奨してい
ない。

2. 重要性（マテリアリ
ティ）

二重のマテリアリティ：企業は、生物多様性への影響と自然関連課
題による事業への影響を開示する。

X　基本的に企業価値・単一のマテリアリ

ティに限定している。

3. 苦情について現地
での事実確認が可
能

データセットなどの情報を公開することによって、TNFD報告書の主
張と現地の状況を照らし合わせて独立チェックすることを可能にす
る。

X　基本的な見解（すなわち1、2、4）とハイレ

ベルな測定基準の使用により、報告された
主張のほとんどは独立した事実確認ができ
ない。 

4. 体系的な苦情報告 企業は、生物多様性と人権に関する慣習について直面している苦
情や申し立てのリスト（グリーバンス・リスト）を体系的に開示する。

X　TNFDメンバーは、過去10年間に300件近

くの権利侵害の申し立てに直面している。

5. 人権 人権はTNFDのすべての要素の中心であり、生物多様性の成果の
基本であると見なされている。

?　企業が人権デューデリジェンスを開示す

ることを推奨しているが、フレームワークの
1、4、6およびより広範な問題など、障壁があ
る。

6. 救済 ・是正処置 投資家を含むすべての報告企業が、苦情処理メカニズムを設置し、
それが信頼に値しかつ運用可能であることを示す。

X　組織に対し、苦情処理メカニズムがある

場合は報告するよう勧めているが、義務づ
けているようには見えない。 

7. ロビー活動 企業は、自然関連問題に関するロビー活動（業界団体を通じて行っ
たものを含む）における立場と活動を報告する。

? 推奨事項はあるが、曖昧である。

8. 排除 悪質な慣行、不誠実な報告、グリーンウォッシング（訳註：上辺だけ
の欺瞞的な環境配慮アピール）に関与する企業を排除・取引停止す
るプロセスがある。

X 

https://www.thecanary.co/global/2023/09/26/the-corporations-svmaking-up-the-taskforce-on-nature-related-financial-disclosure-hold-a-prolific-record-of-ecological-and-human-rights-violations/
https://www.thecanary.co/global/2023/09/26/the-corporations-svmaking-up-the-taskforce-on-nature-related-financial-disclosure-hold-a-prolific-record-of-ecological-and-human-rights-violations/


 課題 採用可能な見解例 TNFDの見解 

 ９ 自然の商品化 「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間の科学及び
政策プラットフォーム」の提言（市場ベースの考え方が生物多様
性の損失を悪化させる役割を担っていることを含む）に真摯かつ
体系的に取り組んでいる。

X　TNFDは、新たな「自然市場」を
通じて自然の商品化を増大させる
可能性を秘めているが、これまで
考察の対象となっていない。

 1０ 危害を及ぼし
て得た利益 

生物多様性や人権への危害に関連して得た利益は、保持され
ない。例えば、救済・是正措置などに使われる。

X　TNFDでは、企業は生物多様性
や人権に害を及ぼして得た利益の
100％を保持できる。

 11 アカウンタビリ
ティ
（説明責任） 

TNFDので報告を行う企業は、法的説明責任が「移行リスク」の
基本であると明言し、環境と人権に関する企業の説明責任につ
いての法律に関する環境擁護者主導の活動を支持する。 TNFD
は企業が作成した枠組みであるため、将来の法律の基礎として
検討されては絶対にならないと明確に述べる。

X　TNFDは、生物多様性への害に
対する実際のリスクを生み出す法
律から目をそらし、弱体化させてい
るという根強い批判がある。



「昆明・モントリオール生物多様性枠組 VS TNFD 
（GBF: Global Biodiversity Framework）

TNFDはGBFと「整合」していない。 

ターゲット15： 

「(a) 生物多様性に係るリスク、生物多様性への依存及び影響を定期的にモニタリングし、評価し、透明性をもって開示する

こと、これをすべての大企業及び多国籍企業、金融機関については要求など通じ、事業活動、サプライチェーン、バリュー

チェーン及びポートフォリオにわたって実施する」 

* TNFDは、基本的に影響についての報告を推奨していない。

* TNFDは「透明性をもって開示」しない。事実確認を行うことはできない。また、地域コミュニティは当該企業と地域とのつな
がりを知ることすらできない。

ターゲット14は、政府に対し、公的な活動及び民間の活動、財政及び資金フローを生物多様性目標に整合させるための政策や

規制等の制定を求めている。 

• TNFDでは、企業は生物多様性や人権に害を及ぼして得た利益の100％を保持できる。 

• TNFDでは、企業は生物多様性や人権への被害に対して法的責任を問われない。 

• TNFDでは、企業が土地や水のフットプリントを拡大することに何の制限もない。 

• TNFDは自然の商品化に対処しておらず、それを増幅させる可能性がある。 



ありがとうございました 
TNFDに関するNGOなどの資料の多くは、以下のウェブサイトで閲覧可能
：https://forestsandfinance.org/tnfd/#1-5

RANアドバイザー、ショーナ・ホークス（shona@ran.org）までご連絡ください

https://forestsandfinance.org/tnfd/#1-5

